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商店街と小売業全体との比較

○小売業全体が「年間販売額」、「事業所数」共に減少傾向にある中、商店街の下落は特
に著しい。
○１９９７年から２００４年に、商店街の「年間販売額」及び「事業所数」は２３％減少。

出所：経済産業省「商業統計」
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商店街と他の地区との比較

○商店街の年間販売額は、他の地区に比べて減少が激しい。１９９７年から２００４年にか
けてオフィス街地区や工業地区が増加しているのに対し、商店街は２２％減少している。
○商店街の事業所数も、他の地区に比べて減少割合が大きく、２４％減少している。
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出所：経済産業省「商業統計」
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商店街の規模別比較

○商店街の従業者規模別の年間販売額を見ると、小規模（従業者４人以下）店の減少割
合が大きい。 １９９７年から２００４年にかけて、中規模店（５～４９人）や大規模店（５０
人以上）に比べ、小規模店（４人以下）は▲４８％と大きく減少している。
○事業所数についても、小規模（従業者４人以下）店の減少が大きい。 １９９７年から２０
０４年にかけて、小規模店は▲３２％と大きく減少しているが、一方で中・大規模店は横
ばい・増加傾向を示している。
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消費構造の変化

○国民経済計算年報（内閣府）によると、１９８０年には家計最終消費支出に占めるモノ
の割合が５５％、サービスの割合が４５％と、モノが上回っていたが、１９９０年頃から
サービスの割合がモノの割合を逆転し、２００４年においては、サービスの割合が５７％、
モノの割合が４３％となっている。
○モノの消費支出は１９８０年に７１兆円、２００４年に１２０兆円と、４９兆円増加した。
サービスの消費支出は１９８０年に５７兆円、２００４年に１５６兆円と、９９兆円増加した。
○家計調査（総務省）によると、２０００年から２００７年にかけて、モノの支出額は減少し
ている一方、サービス支出額はほぼ横ばいを示している。
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我が国の企業の業況判断の推移

○中小企業の業況判断DIは、2002年第1四半期を底に、改善を続けてきたが、2007年
になって弱い動きが続いている。
○大企業や中小製造業に比べ、中小小売・サービス業を含む中小非製造業のDI値は
特に低い。

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠ

97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

業況判断DIの推移

中小企業

大企業

製造業（中小企業）

非製造業（中小企業）

出所：日本銀行「短観」



中小企業の業況判断の推移

中小製造業が、我が国の輸出の増大と設備投資に牽引され、相対的に好調な一方で、
中小小売業や中小サービス業は非常に厳しい状況にある。
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（備考）２００５年１－３月期～２００８年１－３月期
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人口の推移

○人口は２０１０年前後を境目に、減少が予測されている。
○０～６４歳の割合は減少傾向にあるものの、６５歳以上の割合は増加傾向にあり、２０５５
年には、６５歳以上の老年年齢人口比率が４０％超になることが予測されている。
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人口推計の推移

0～14歳の割合 15～64歳の割合
65歳以上の割合

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計・中位推計）」

推計実績
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